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資産所得倍増プラン

 2022年6月、資産所得倍増プランの策定について盛り込んだ「経済財政運営と改革の基本方針2022」等が
閣議決定。

経済財政運営と改革
の基本方針2022

（骨太の方針2022）

新しい資本主義の
グランドデザイン及び

実行計画

我が国の個人金融資産2,000兆円のうち、その半分以上が預金・現金で保有されている。投資によ

る資産所得倍増を目指して、NISA（少額投資非課税制度）の抜本的拡充や、高齢者に向けたiDeCo

（個人型確定拠出年金）制度の改革、国民の預貯金を資産運用に誘導する新たな仕組みの創設な

ど、政策を総動員し、貯蓄から投資へのシフトを大胆・抜本的に進める。これらを含めて、本年末に

総合的な「資産所得倍増プラン」を策定する。

個人金融資産を全世代的に貯蓄から投資にシフトさせるべく、NISA（少額投資非課税制度）の抜本

的な拡充を図る。また、現預金の過半を保有している高齢者に向けて、就業機会確保の努力義務が

70歳まで伸びていることに留意し、iDeCo（個人型確定拠出年金）制度の改革やその子供世代が資

産形成を行いやすい環境整備等を図る。これらも含めて、新しい資本主義実現会議に検討の場を設

け、本年末に総合的な「資産所得倍増プラン」を策定する。


